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　令和元年度決算においては、全会計（一般会計と4 特別会計）合計の財務諸表（貸借対照表、正味財産
増減計算書）と、各会計別にそれぞれ内訳表を作成している。また、財産目録を作成している。
　なお、収支計算書についても参考として作成している。

⒈ 貸借対照表

⑴資産の部
　流動資産合計は 7億 750万4千円で、前年度に比べ 2,489万4千円増加となり、大半を占める「現金預金」
は、6 億 7,126 万 7千円となった。また、固定資産合計は 33 億4,210万6 千円で、前年度に比べ 3,816 万9 千
円増加となった。この主な要因は、加入金当期繰入分の基金900万円、退職給付引当資産476万2千円、シュ
レッダー購入、議事録作成支援システム及びサーバー室エアコンの購入に伴う什器備品1,212万3千円、クラ
イアントPCの入れ替えに伴う什器備品（リース資産）2,181万4千円の増加のためであり、また、大半を占め
る「長期活動目的特定資産」は、前年度と変わらず 26 億 8,417 万8千円、資産合計は40 億4,961万 1千円で
前年度に比べ 6,306万4千円増加となった。

⑵負債の部
　流動負債合計は、1億 7,091万 5 千円で前年度に比べ1,338万 1千円減少となった。この主な要因は、令
和 2 年度分の登録講習受講料の前受金が前年度に比べ163万8千円減少、登録講習受講料収入等に係る
未払消費税等が、当期はピーク年度の翌期で実績ベースの中間納税を行った結果、未払いがほぼ発生せず
前年度に比べ1,011万 7千円減少したためであり、「前受金」は4,034万 7千円となった。また、固定負債合計
は4 億1,615万4千円で前年度に比べ 2,786万4千円増加となっており、この主な要因は、リース未払金1,890
万2 千円の増加のためであり、負債合計は、5 億 8,707 万円で前年度に比べ1,448万3千円増加となった。

⑶正味財産の部
　「正味財産合計」は 34 億 6,254万円で前年度に比べ 4,858万 1千円増加となった。

第●章　令和元年度　財務諸表及び財産目録1
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①貸借対照表（令和 2 年 3月31日現在） （単位：千円）
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②貸借対照表内訳表（令和 2 年 3月31日現在） （単位：千円）
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⒉ 正味財産増減計算書

　経常収益計は、16 億 8,079万 5 千円となっており、前年度に比べ1億 7,855 万円減少となり、一般会計の大
半を占める「受取会費」は14 億 231万円、紛争解決手続収益は 5,815 万8千円となった。
　特別会計については、「試験受験料収益」は 9,741万円、「登録手数料収益」は 2,088万4千円、「講習受講
料収益」は 7,385 万円などとなった。
　経常費用は、事業費12 億4,390万 5 千円、管理費 3 億 9,333万6 千円、計16 億 3,724万 1千円で、前年度
に比べ 8,447 万8千円減少となっており、このうち主な項目についての要因として、事業費の「委託費」は1億
4,096万円で、前年度に比べ1,747 万 7千円減少、また、「会場費」は1,613万 5 千円で、前年度に比べ 2,483万
6 千円減少、「印刷製本費」は1,473万 1千円で、前年度に比べ1,428万2 千円減少となっており、これらは当
期が登録講習における3 年に一度のピークの翌期であることによるものである。
　管理費については、3 億 9,333万6 千円で前年度に比べ 536万 5 千円減少となっており、その主な要因は事
業費同様、登録講習における3 年に一度のピークの翌期にあたり、課税売上の減少に伴う「租税公課」552
万8千円で、前年度に比べ 712万6 千円減少などによるものである。
　この結果、当期経常増減額は4,355 万3千円の増、うち一般会計は、8,956万4千円の増となった。
　「法人税、住民税及び事業税」は 347 万9 千円となっており、これにより「当期一般正味財産増減額」は、
3,958万 1千円の増、「基金」については、当期加入金繰入により900万円の増となり、正味財産期末残高は
前年度に比べ 4,858万 1千円増加し、34 億 6,254万円となった。
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①正味財産増減計算書（平成 31年 4月1日から令和 2 年 3月31日まで） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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②正味財産増減計算書内訳表（平成 31年 4月1日から令和 2 年 3月31日まで） （単位：千円）



令和元年度 年次報告書 89

第
１
編　

協
会
活
動
報
告

第
２
編　

財
務
報
告

第
３
編　

資
料

  ｜ ｜ 第２編  財務報告 ｜｜

 （単位：千円）
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⒊ 財務諸表に対する注記

⑴重要な会計方針
「公益法人会計基準」（平成 20 年 4月11日,平成 21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）を採用 
している。

①棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産については最終仕入原価法による。

②固定資産の減価償却の方法
　定額法による減価償却を実施している。

③引当金の計上基準
　退職給付引当金  ................  職員に対する引当金のほかに、常勤役員等に対する退職慰労引当金を含み、 
　　　　　　　　　　　　 それぞれの計上基準は、退職金規程及び常勤役員等退職慰労金規則に 
                               基づく期末要支給額に相当する金額を計上している。

④リース取引の処理方法
　所有権移転外ファイナンスリースについては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理による。

⑤消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

⑵特定資産の増減額及びその残高
　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

（注 1）  長期活動目的特定資産については、旧各協会等からの寄付のうち、将来の活動のために留保しておく資産である。
（注 2） 退職給付引当資産については、将来の退職給付のために留保した資産である。

⑶特定資産の財源等の内訳
　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：千円）
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⑷固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

⑸未収会費・加入金の内訳 （単位：千円）

未収会費

令和元年度上期以前 35

令和元年度下期 707

合計 742

※退会・除名・廃業・不更新・取消業者に係る未収会費・加入金は含まない。

⑹基金の増減額及びその残高
　基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

（注）基金については、協会員の加入金であり、定款第 66 条の定め及び経理規則第 31条に基づき、基金として受け入れている。

⒋ 附属明細書

⑴基金及び特定資産の明細
　財務諸表に対する注記に記載のとおりである。

⑵引当金の明細 （単位：千円）
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⒌ 財産目録

財産目録（令和 2 年 3月31日現在） （単位：千円）
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⒍ 収支計算書（参考）

①収支計算書（平成 31年 4月1日から令和 2 年 3月31日まで） （単位：千円）
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②収支計算書内訳表（平成 31年 4月1日から令和 2 年 3月31日まで） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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⒎ 収支計算書に対する注記

⑴資金の範囲
　資金の範囲には、現金、普通預金、未収会費・加入金、未収金、前払費用、前払金、仮払金、立替金、貯蔵品、 
棚卸商品、未払金、仮受金、前受金、前受会費、源泉所得税預り金、社会保険料等預り金、未払消費税等、 
未払法人税等を含めている。
　なお、前期末及び当期末残高は、下記⑵に記載するとおりである。

⑵次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳 （単位：千円）

（注 1） 未払金期末残高には、未払賞与相当額（前期 63 百万円、当期 63 百万円）が含まれる。


